
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ  健 康 増 進 課 関 係 事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 結核予防対策 

 

昭和 26年の結核予防法の全面改正に基づき、①予防（健康診断と予防接種）②患者管理

③医療の 3本柱とし、抗結核薬による強化療法・患者管理が奏効し結核も半減した。 

平成 19 年 4 月に感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感

染症法）が改正され、結核は感染症法の二類感染症に位置付けられ、人権の尊重、

積極的疫学調査、病原体管理、潜在性結核感染症など新たな時代に必要な考え方が

加わることとなった。 

令和 4年の全国結核罹患率は 8.2 であり、前年と比べ 1.0 の減少となっている。前

年に結核罹患率は 9.2 と結核蔓延国の水準である 10.0 以下に達したが、未だ 1 万

人を超える患者の発生がある。令和 2 年以降の結核罹患率の減少については、新型

コロナウイルス感染症の影響も考えられる。 

全国の結核患者の状況を見ると、患者の高齢化が進んでおり、70 歳以上の結核患者は

全新登録結核患者の 65％に達し、その割合は年々増加傾向にある。また、若年層の

新登録患者においては外国出生者の割合が大きく、20 歳代の新登録結核患者の約

77.5％を占めている。 

年次別の全国・奈良県・管内の結核罹患率、結核有病率は図１、図２に示す。 

 

 
図 1 結核罹患率の推移 

 

 

図 2 結核有病率の推移 
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（１）患者管理 

管内の令和 4年結核新登録患者及び年末現在登録者数は表１に示すとおりである。結核

新登録患者（潜在性結核感染症除く）は 30 人、潜在性結核感染症は 7 人であった。罹患

率は 10.9 と昨年より低下したが、全国(8.2)、奈良県(9.3)と比べて高い状況にある。他

者への感染の恐れのある喀痰塗抹陽性肺結核患者は 12人（32.4%）で昨年より減少してい

る。 

結核新登録患者の年齢をみると、70 歳以上が 30 人で全体の 81%を占める。高齢者の結

核登録患者数が多い要因として、既感染と思われる高齢者が免疫力の低下やハイリスク疾

患の合併などから発病にいたることが考えられる。このことから、管内の高齢者施設にお

ける結核予防対策の向上を図るため、結核を含む感染予防のために研修会を開催している。

令和 2年度から令和 4年度は新型コロナウイルス感染拡大のため中止。 

患者支援では、日本版 DOTS 戦略のもと、結核患者を確実に治癒に導き、再発、感染拡

大を防止するため、服薬支援等を積極的に実施している。 

表１ 管内新登録結核患者及び年末現在登録者数(令和 4 年 1 月 1 日～令和 4 年 12 月 31 日） 

別掲 別掲

初回
治療

再
治療

初回
治療

再
治療

大 和 郡 山 市 1 0 3 0 2 6 2 0 0 2 0 2 15 2 21 8
生 駒 市 5 0 2 0 2 9 4 1 0 3 0 2 15 3 24 6
天 理 市 7 0 3 1 3 14 6 5 0 3 0 2 7 1 18 6
平 群 町 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 1 1 1 4 0
三 郷 町 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 4 1 5 5
斑 鳩 町 0 0 2 0 2 4 2 0 0 1 0 2 4 0 7 2
安 堵 町 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 3 1
山 添 村 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0
小 計 14 0 11 1 11 37 16 7 0 10 0 9 48 9 83 28

大 和 郡 山 市 3 0 3 0 2 8 9 1 0 2 0 2 10 6 21 16
生 駒 市 4 0 7 1 4 16 9 4 0 3 1 3 11 6 28 9
天 理 市 3 0 4 1 1 9 3 3 0 2 1 0 4 6 16 10
平 群 町 0 0 1 0 0 1 3 0 0 0 0 0 1 2 3 3
三 郷 町 2 0 3 0 0 5 2 2 0 1 0 0 1 2 6 2
斑 鳩 町 0 0 1 0 0 1 6 0 0 0 0 1 3 1 5 6
安 堵 町 1 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 1 0 2 1
山 添 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0
小 計 13 0 19 2 7 41 33 11 0 8 2 6 32 23 82 47

大 和 郡 山 市 2 0 2 0 1 5 4 1 0 3 0 2 12 1 19 12
生 駒 市 2 0 3 1 3 9 7 2 0 1 2 2 19 0 26 12
天 理 市 2 0 1 1 2 6 2 2 0 1 1 1 12 3 20 6
平 群 町 2 0 2 0 1 5 2 1 0 0 1 1 2 0 5 4
三 郷 町 1 0 1 1 1 4 2 0 0 1 1 1 6 0 9 1
斑 鳩 町 3 0 1 2 0 6 3 2 0 1 0 0 5 1 9 7
安 堵 町 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 1 2 0 3 1
山 添 村 0 0 0 7 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
小 計 15 0 10 12 10 47 20 8 0 7 5 8 58 5 91 43

大 和 郡 山 市 2 0 0 0 2 4 1 1 0 0 0 3 8 0 12 4
生 駒 市 5 0 3 1 2 11 5 4 0 0 0 3 16 0 23 11
天 理 市 2 0 0 0 2 4 0 2 0 2 0 1 10 0 15 2
平 群 町 1 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 3 0 4 4
三 郷 町 1 0 1 0 1 3 2 0 0 2 0 0 5 0 7 3
斑 鳩 町 3 0 0 0 1 4 2 4 0 0 0 0 3 0 7 4
安 堵 町 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 3 0 3 1
山 添 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
小 計 15 0 4 1 8 28 13 12 0 4 0 7 48 0 71 29

大 和 郡 山 市 4 0 2 0 5 11 3 3 0 0 0 5 8 0 16 3
生 駒 市 4 0 0 0 3 7 4 3 0 1 0 2 15 0 21 9
天 理 市 1 1 1 0 1 4 0 0 1 1 0 1 9 0 12 0
平 群 町 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 4 0 4 2
三 郷 町 1 0 0 1 2 4 0 0 0 2 0 1 5 0 8 1
斑 鳩 町 1 0 0 0 1 2 0 1 0 0 0 1 4 0 6 4
安 堵 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0
山 添 村 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0
小 計 12 1 3 2 12 30 7 8 1 4 0 10 46 0 69 19

年末現在総登録者数

計
活動性
不明

不活動
性

活動性結核

塗沫（＋） その他
の結核
菌（＋）

菌陰性
その他

肺結核活動性
肺外
結核
活動性

潜在性
結核

令
和
４
年

活動性結核

塗沫（＋）

新登録者数（登録時の状況）

計肺外
結核
活動性

肺結核活動性

潜在性
結核

その他
の結核
菌（＋）

菌陰性
その他

平
成
30
年

令
和
元
年

令
和
2
年

令
和
３
年
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① 相談・訪問指導 

  表２ 相談訪問状況                     （令和 4年度） 

相 談 
訪問指導 

電話 来所 

延べ人数 延べ人数 実人数 延人数 

1,563 24 29 231 

 

② 定期病状調査 

 結核登録者のうち、公費負担、管理検診による病状把握が困難な者に対して、医療

機関に照会し病状を把握することにより、結核の再発や二次感染の防止を図っている。

実施件数：2件 

 

③ 接触者健康診断実施状況 

感染症法第 17条に基づき実施。 

令和 4年度の健診実施件数は延べ 216件、うち IGRA検査 74件、胸部Ｘ線撮 142件であ

った。ツベルクリン反応検査、喀痰検査の実施はなし。 

 

④ 管理検診実施状況 

感染症法第 53条の 13に基づき実施。 

令和 4年度は胸部Ｘ線撮影を 47件、喀痰検査を 1件実施している。 

  

（２）結核対策特別促進事業 

今後も結核への関心を呼び起こし、結核撲滅への気運を高めていくことが重要である。 

地域の実情に応じた、重点的な結核対策を推進することを目的に本事業を実施している。

ＤＯＴＳ推進事業として、訪問看護ステーションへＤＯＴＳナースによる服薬支援を必

要時委託している。 

令和 4年度委託件数：3件 

 

（３）医療給付（結核医療費公費負担診査状況） 

表３ 結核医療費公費負担診査状況                   （単位：件） 

 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 

37条 
申請 82 68 57 71 55 47 39 61 28 

承認 82 68 57 71 55 47 39 61 28 

37条

の２ 

申請 121 111 104 85 79 95 82 64 53 

承認 120 111 104 85 79 95 82 64 51 
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２ 感染症予防対策 

近年、感染症に関する状況は大きく変化し、新たに人類の前に姿を現した新興感染症や、

人類が克服したと考えられてきたにもかかわらず新たに姿を変えて現れてきた再興感染症、

また迅速大量輸送や国際交流の増大により遠く離れた地域で出現した感染症の進入の可能性

が高まっている。 

これらのことにより、感染症を感染力や罹患した場合の重篤性等に基づいて分類する感染

症類型が見直され、平成 15年 11月 5日に一類感染症から五類感染症に分類された。 

平成 19年 4月 1日、新たな感染症の追加及び類型の見直しや、結核に関する規定の創設等

感染症法の一部が改正された。 

令和 5年 3月 31日現在の感染症の類型は、表４に示すとおりである。 

なお、平成 30 年 12 月中国で初めて報告された新型コロナウイルス感染症は、感染力が強

く短期間で世界中に爆発的に拡がり、令和 2 年 2 月 1 日指定感染症と位置づけられた後、令

和 3年 2月 13日施行の感染症法の改正により「新型インフルエンザ等感染症」へ変更された。 

表４ 感染症の類型等（感染症法に基づく分類） 

 

感 染 症 名 等 性  格 

一
類
感
染
症 

・エボラ出血熱 ・クリミア・コンゴ出血熱 ・痘そう       

・南米出血熱 ・ペスト ・マールブルグ病 ・ラッサ熱 

感染力、罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点

から見た危険性が極めて高い感染症 

二
類
感
染
症 

・急性灰白髄炎 ・結核  ・ジフテリア  

・重症急性呼吸器症候群（SARS コロナウイルスに限る。）  

・中東呼吸器症候群（MERS コロナウイルスに限る。）  

・鳥インフルエンザ（H5N1,H7N9） 

感染力、罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点

から見た危険性が極めて高い感染症 

三
類
感
染
症 

・コレラ ・細菌性赤痢 ・腸管出血性大腸菌感染症  

・腸チフス ・パラチフス 

感染力、罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点

からみた危険性は高くないが、特定の職業への就業によ

って感染症の集団発生を起こし得る感染症 

四
類
感
染
症 

・Ｅ型肝炎 ・Ａ型肝炎 ・黄熱 ・Ｑ熱 ・狂犬病 ・サル痘 

・炭疽 ・鳥インフルエンザ（（H5N1,H7N9 を除く）  

・ボツリヌス症 ・マラリア ・野兎病  

・ジカウイルス感染症 ・その他の感染症(政令で規定) 

動物、飲食物等の物件を介入して人に感染し、国民の健

康に影響を与えるおそれのある感染症（人から人への感

染はない） 

五
類
感
染
症 

・インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く）  

・梅毒 ・麻しん ・ウイルス性肝炎（Ｅ型肝炎及びＡ型肝炎を除く）  

・クリプトスポリジウム症 ・後天性免疫不全症候群  

・性器クラミジア感染症 ・メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症 

・その他の感染症(省令で規定) 

国が感染症発生動向調査を行い、その結果等に基づいて

必要な情報を一般国民や医療関係者に提供・公開して

いくことによって、発生・拡大を防止すべき感染症 

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
等
感
染
症 

・新型インフルエンザ、再興型インフルエンザ 

・新型コロナウイルス感染症 

新たに人から人に伝染する能力を有することとなった

インフルエンザであって、国民が免疫を獲得していない

ことから、全国的かつ急速なまん延により国民の生命及

び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められ

るもの 

指
定
感
染
症 

・現在は該当なし 
既知の感染症で、一類から三類感染症に準じた対応の必

要性が生じた感染症 

新
感
染
症 

・現在は該当なし 

ヒトからヒトに伝染する未知の感染症であって、感染

力、罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点から

見た危険性が極めて高い感染症 
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（１）感染症発生状況（令和 4年度集計） 

 

①  一類感染症 

 0 件 

 

②  二類感染症 

表５ 二類感染症発生状況（結核除く）                     （件） 

 急性灰白髄炎 ジフテリア 重症急性呼吸器症候群 計 

奈良県 0 0 0 0 

管 内 0 0 0 0 
 

③  三類感染症 

表６ 三類感染症発生状況                       （件） 

 
腸管出血性 

大腸菌感染症 コレラ 細菌性赤痢 腸チフス パラチフス 計 

奈良県 28 0 0 0 0 28 

管 内 8 0 0 0 0 8 

（コレラ、細菌性赤痢、腸チフス、パラチフスは疑似症を含む） 

   

表７ 腸管出血性大腸菌感染症市町村別発生状況                （件） 

 大和郡

山市 
天理市 生駒市 山添村 平群町 三郷町 斑鳩町 安堵町 合計 

O157等 1 2 4 0 0 1 0 0 8 
 

④ 四類感染症 

6件（日本紅斑熱 1件、レジオネラ症 5件） 

 

⑤ 五類感染症 

五類感染症は、全数把握（24 疾患）及び定点把握（24 疾患）があり、全数把握は 45 件

の発生があった。（表８） 

対象疾患は発生状況等に合わせて見直されており、「麻しん」及び「風しん」は、 平成

20 年 1 月 1 日より全て医療機関から保健所へ届出が必要となり、可能な限り 24 時間以内

に届け出ることとなった。さらに、平成 27 年 5 月 21 日から「麻しん」及び「侵襲性髄膜

炎菌感染症」の届出について患者の氏名、住所等を直ちに届けるように変更され、平成 30

年 1 月 1 日には「風しん」も直ちに届け出るように変更された。これに伴い麻しん・風し

んの発生状況を常に把握し早期に対策を講じることができるようになった。 
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表８ 管内五類感染症（全数把握）発生件数 

 

⑥  新型コロナウイルス感染症 

   2019年 12月初旬に中国の武漢市で第 1例目の感染者が報告されてから、わずか数ヶ月ほ

どの間にパンデミックと言われる世界的な流行となった。2023 年 3 月までに世界で 6 億 7

千万人の感染が確認され、死亡者は 688万人であり、以前の SARSや MERSとは伝播性と病原

性において明らかに異なるウイルスであるといえる。主に咳や飛沫を介して感染し、特に、

密閉・密集・密接の空間での感染拡大が頻繁に確認されている。 

奈良県では、2020 年 1 月 28 日に 1 例目（国内 6 例目）が確認され、武漢渡航歴のない

人では国内初の感染者であり、以後爆発的に感染者数が増加した。管内においても 2020

年 3月に１例目が発生し、2023年 3月までに感染者は 9万 5千人を超え、また新型コロナ

ウイルス感染症に関する相談は 5万 6千件にのぼる。 

2022年度(令和 4年度)の集団感染（クラスター）発生件数は 241件、うち入所施設関連で

120件、医療機関で 107件の発生があった。 

 

 

 五類感染症（全数） 発生件数 

１ アメーバ赤痢 2 

２ ウイルス性肝炎 0 

３ カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症 7 

４ 急性弛緩性麻痺 0 

５ 急性脳炎 0 

６ クリプトスポリジウム症 0 

７ クロイツフェルト・ヤコブ病 3 

８ 劇症型溶血性レンサ球菌感染症 3 

９ 後天性免疫不全症候群 1 

１０ ジアルジア症 0 

１１ 侵襲性インフルエンザ菌感染症 0 

１２ 侵襲性髄膜炎菌感染症 0 

１３ 侵襲性肺炎球菌感染症 7 

１４ 水痘 0 

１５ 先天性風しん症候群 0 

１６ 梅毒 19 

１７ 播種性クリプトコックス症 0 

１８ 破傷風 0 

１９ バンコマイシン耐性黄色ブドウ球菌感染症 0 

２０ バンコマイシン耐性腸球菌感染症 2 

２１ 百日咳 1 

２２ 風しん 0 

２３ 麻しん 0 

２４ 薬剤性耐性アシネトバクター感染症 0 

 計 45 

-58-



（２）感染性胃腸炎 

感染性胃腸炎のひとつであるノロウイルス感染症は、以前より冬期に多く発生する感染

症であったが、ほとんどは軽症で死亡に至ることはなかった。しかし平成 16年冬、国内の

高齢者施設で 7 名が死亡するという集団感染が発生し、ノロウイルス感染症が次々と報道

されると、一挙に注目される疾患となった。 

令和 4 年の定点把握による管内累積報告件数は 1420 件で、前年よりも 500 件増加した。

要因として、新型コロナウイルス感染症の影響で、感染性胃腸炎の集団感染が発生しやす

い保育施設や学校において休園・休校等で集団生活が制限されていたが、令和 4 年には緩

和されたことが考えられる。 

集団感染(疑い含む)発生数は 11件であり、内訳は保育施設 7件、教育機関 1件、医療機

関 1件、高齢者施設 1件、その他(児童養護施設等)で 1件あった。 

 
図４ 感染性胃腸炎施設別集団発生数 

 

図５ 感染胃腸炎市町村別集団発生数 
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（３）エイズ対策 

エイズ動向委員会発表によるわが国のＨＩＶ感染者の新規報告件数は増加傾向が続いた。

特に平成 16 年以降は増加が著しく、平成 19 年以降、年間 1,000 件以上続いていたが、平

成 29年には 976件と 1,000件を下回った。令和 4年は 637件であり前年より 105件減少を

示した。 

奈良県では平成 17年度からＨＩＶ即日抗体検査を、平成 18年度からは 6月と 12月に休

日・夜間検査を、加えて郡山保健所では平成 19年 6 月から平成 25年 9月まで月 1回の夜

間検査も実施した。なお、令和 2年 4月 21日から新型コロナウイルス感染拡大防止のため

ＨＩＶ即日抗体検査を中止していたが、令和 4年 5月 17日より月 1回の予約制で再開して

いる。 

今後も抗体検査と平行して、感染予防に向けた正しい知識の普及啓発と陽性例に対する

適切な対応を実施していく。 

 

①  ＨＩＶ抗体検査及び相談実施状況 

表９ ＨＩＶ抗体検査及び相談実施状況 

年度  H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

検査

数 

平日 281 213 282 233 217 198 168 205 163 7 0 37 

休日 1 0 0 3 0 0 0 0 2    

夜間 70 48 19          

計 352 261 301 236 217 198 168 205 163 7 0 37 

結果 
陰性 352 260 300 236 217 198 168 205 163 7 0 37 

陽性 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

相談 
電話 47 45 78 33 16 18 44 53 56 27 8 59 

面接 1 10 5 5 0 0 3 4 6 0 1 1 

 

 

 

② 啓発及び健康教育 

・ロビー展示 

保健所来所者および HIV抗体検査受検者に向けたパネル展示による啓発。 

・ポスター等の配布 

管内市町村・高等学校・専門学校・病院に対し、世界エイズデーおよびＨＩＶ抗体検査

受検啓発ポスターと世界エイズデー前後に実施する夜間・休日抗体検査案内ポスタ

ー・保健所における抗体検査についてのチラシを配布し、広く住民への啓発について協

力を依頼。 
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（４）肝炎検査（Ｂ型、Ｃ型）・健康相談 

平成 16年度から、肝炎に対する住民の不安の軽減と早期に感染者を発見し適切な医療に

つなげることを目的として、肝炎（Ｂ型・Ｃ型）検査と健康相談を実施している。なお、

令和 2年 4月 21日から新型コロナウイルス感染拡大防止のため検査を中止していたが、令

和 4年 5月 17日より月 1回の予約制で再開している。 

 

表１０ 肝炎検査実施状況                          (件) 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

B 型(抗原検査) 87 93 70 83 96 79 8 0 24 

C 型(抗体検査) 90 82 69 85 97 79 8 0 24 

                         

 

（５）肝炎治療特別促進事業 

Ｂ型ウイルス性肝炎及びＣ型ウイルス性肝炎はインターフェロン治療が奏功すればウイ

ルスを制御し、その後の肝硬変・肝がんといった重篤な病態を防ぐ事が可能な疾患である。

インターフェロン治療に係る医療費が高額なため、平成 20年 4月 1日より医療費を助成す

る制度が施行された。平成 22年度からは核酸アナログ製剤治療が助成対象に追加され、平

成 26年 9月にはインターフェロンフリー治療も対象となりウイルス性のＢ型及びＣ型肝炎

治療の主流となっている。 

令和 4年度交付件数：298件 

 

（６）医療機関における肝炎検査事業 

奈良県内の協力医療機関においてＢ型・Ｃ型肝炎ウイルス検査を無料で行い、県民の不

安を取り除くと共に、早期治療に結びつける事を目的に本事業が平成 20年 5月 1日より施

行された。（奈良県医療機関における肝炎検査（Ｂ型、Ｃ型）実施要領に基づく） 

令和 4年度：0件 

 

（７）感染症に関する危機管理ネットワーク事業 

乳幼児から学童・生徒を対象とした施設での感染症対策は、腸管感染症（Ｏ１５７等）

やインフルエンザ等が多い。また、医療機関、高齢者施設においても結核及び感染症が発

生した場合迅速かつ適切な対応が求められる。 

そのため、当事業は、管内（公私）保育園・幼稚園・各学校及び医療機関、高齢者施設

等へ感染症に関する正しい知識と感染拡大防止策を伝えるとともに、各施設に応じた感染

対策の検討、危機管理への意識向上、関係機関とのネットワークを構築することを目的と

している。 

令和 4年度は新型コロナウイルス感染症流行のため中止 
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３ 精神保健福祉対策 

 

当保健所は個別支援活動、緊急時対応、地域支援活動や医療保護入院の入院届、退院届、

定期病状報告受理・進達等の業務を実施している。 

   

１） 個別支援活動 

個別支援活動として精神保健福祉相談・訪問を実施している。 

（１） 個別面談・電話相談・訪問指導 

精神障害者・家族等からの精神保健福祉にかかる相談に応じ、助言・指導を行う。 

また、必要に応じ訪問指導を行う。 

 

表１ 年齢別相談・訪問数                  （令和 4年度） 

対象者年齢 

相         談 訪      問 

実  数 延    数 
実   数 延  数 

面接・電話 面  接 電  話 

  ～18 歳 1 0 2 0 0 

 19～39 歳 14 3 40 5 14 

 40～64 歳 48 6 138 16 35 

 65 歳以上 16 1 38 6 13 

 年齢不詳 87 4 95 5 16 

 計 166 14 313 32 78 

 

     表２ 相談実施者   （令和 4年度）    表３ 疾病別内訳 （令和 4年度） 

実 施 者 相談延数 訪問延数  

 精神保健福祉相談員 314 65  

 保  健  師 44 13  

 精 神 科 医 0 0  

 そ  の  他 8 0  

計 366 78 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種  別 実数 延数 

 精神病圏の疾患 78 200 

 アルコール依存症 28 37 

 薬 物 依 存 症 3 18 

 ギャンブル依存症 1 1 

 老人性精神疾患 17 41 

 思春期精神疾患 4 8 

 心 の 健 康 10 18 

 その他の精神疾患 10 28 

 そ  の  他 2 3 

 不     明 45 51 

計 198 405 
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（２） 精神保健福祉相談 

保健所の地域精神保健福祉活動の一環として、精神科嘱託医の精神医学的判断や助 

言・指導等により、精神障害者の早期治療並びに社会参加の促進を図ることを目的に実

施している。令和 4 年度は、実施なし。 

（３） 個別ケア会議 

精神障害者及びその家族等からの精神保健及び精神障害者の福祉にかかる相談に応 

じ助言・指導を行い、必要時、関係者による個別ケア会議を開催及び参加している。 

令和 4 年度は 10 回の個別ケア会議に参加し、在宅療養や在宅療養移行に向けて各機関

と情報の共有化や問題点を整理し、退院後の生活や今後の課題について検討を重ねた。 

 

２） 緊急時の対応 

 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下、「精神保健福祉法」という）第 22

条、第 23 条、第 26 条の 2、第 26 条の３の通報状況並びに事前調査（休日・夜間を除

く）による結果は、表４のとおりである。 

 

表４ 各通報・申請件数                 （令和 4 年度） 

    

 

３） 地域支援活動 

 管内関係機関等との連携を図り精神障害者の地域生活を支援する。また、地域支援

の体制整備に向けての地域関係職員の資質向上を図る。 

（１） 市町村支援 

精神保健福祉担当者は、精神将棋者が安心して地域で生活できるように支援をする。 

    各機関の役割を認識し、連携を図り精神障害者を支援していく。 

     令和 4 年度は生駒市障がい者地域自立支援協議会、大和郡山市地域自立支援協議会、

西和７町障害者等支援協議会の委員として、障害者福祉に関する知識の普及・啓発に取

り組んだ。 

 

  通報届出数 

調査の結果、診察

の必要がないと認

めた者 

診察の必要がないと

認めた者のうち受診

調整を行った者 
措置入院者 

 

一般人         

（22 条通報） 
0 件 0 件 0 件 0 件  

警察官         

（23 条通報） 
15 件 11 件 11 件 4 件  

検察官         

（24 条通報） 
0 件 0 件 0 件 0 件  

保護観察所の長     

（25 条通報） 
0 件 0 件 0 件 0 件  

矯正施設の長     

（26 条通報） 
0 件 0 件 0 件 0 件  
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（２） 関係機関調整 

① 精神保健福祉関係機関連絡会 

 地域の精神保健福祉関係者が、精神障害者が地域で安心して暮らせるように地域

課題について話し合う。 

② 精神保健福祉関係者研修会 

地域の精神保健福祉関係者が、精神疾患に関する知識や必要な支援、関係機関間

の連携について理解を深め、疾患特性に合わせた相談対応・支援をしていけるよう

資質向上を図る。 

 

表５ 精神保健福祉関係機関連絡会および研修会      （令和 4 年度） 

項 目 日時 参加者 内 容 

令和 4年度郡山保健

所精神保健福祉関係

機関連絡会（研修会

を含む） 

令和 5年 3月 3日（金） 

13：30～16：45 

管内市町

村（保健・

障害）担当

者 

 計 20名 

研修会を含めた連絡会を実施した。  

講義：メンタルヘルスニーズケアの   

ある住民を支える        

講師：郡山保健所 主幹 本木 隆則 

 

研修会後にワールドカフェ形式でグ

ループワークを行い、地域連携にお

ける課題について話し合った。 

 

③ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築体制整備 

 精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことがで

きるよう、重層的な連携による支援体制を構築する。 

 令和 4 年度は、厚生労働省主催の精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構

築支援事業のアドバイザー合同会議に参加した（2 回）。 

 

４） 医療保護入院等に関わる届出等受理・進達状況 

 管内の精神科病院から、精神保健福祉法に基づく医療保護入院等に関わる届出等を 

受理し、精神保健福祉センター、疾病対策課へ進達している。 

  

表６ 入退院届等受理・進達状況    （令和 4 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

書  式 件 数 

医療保護入院者（第 33条）の入院届 811 

医療保護入院者の定期病状報告書 368 

医療保護入院者の退院届 779 

措置入院者の定期病状報告書 0 

措置入院者の症状消退届 31 

応急入院届 41 
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５） 管内市町村の状況 

（１） 自立支援医療（精神通院医療）受給状況 

表７ 自立支援医療（精神通院医療）受給者数推移（精神保健福祉センター統計より） 

〔各年 6 月 30 日現在（単位：人）〕 

市町村名 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

大和郡山市 937 997 1,023 1,012 1,143 1,216 1,300 1,498 1,550 

天理市 591 633 683 699 760 858 960 1,085 1,151 

生駒市 1,068 1,124 1,159 1,255 1,294 1,371 1,444 1,603 1,683 

山添村 53 51 53 58 54 52 55 59 60 

平群町 183 191 205 219 226 241 257 303 342 

三郷町 279 300 311 321 339 361 395 469 502 

斑鳩町 257 277 282 293 326 351 382 442 495 

安堵町 91 93 93 101 105 113 122 135 150 

管内計 3,459 3,666 3,809 3,958 4,247 4,563 4,915 5,594 5,933 

 

（２） 精神保健福祉手帳所持状況 

表８ 精神保健福祉手帳所持者数推移（精神保健福祉センター統計より） 

                        〔各年 6 月 30 日現在（単位：人）〕 

市町村名 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R３ R4 

大和郡山市 457 497 564 669 722 810 884 1,048 1,118 

天理市 275 305 347 388 450 533 590 690 752 

生駒市 491 528 572 642 705 797 866 1,010 1,071 

山添村 25 30 30 32 28 32 32 33 36 

平群町 80 100 116 120 139 162 175 208 227 

三郷町 208 220 243 253 277 288 313 345 353 

斑鳩町 117 143 167 177 192 208 244 277 308 

安堵町 44 48 52 61 73 73 75 92 103 

管内計 1,697 1,871 2,091 2,342 2,586 2,903 3,182 3,703 3,968 

 

-65-



４ 難病対策 

 

  「難病の患者に対する医療等に関する法律」が平成２７年１月１日に施行され、指定 

難病は疾病数が増え、３３８疾病（令和３年１１月１日～）となった。当保健所管内の 

指定難病特定医療受給者は令和５年３月３１日現在で３，３９３人である。（表１） 

   当保健所難病対策は平成１０年に通知された難病対策特別推進事業「難病患者地域支 

援対策推進事業」(実施要綱:平成２７年４月１日一部改正)に基づき実施している。 

 

   表１  指定難病特定医療受給者数（人）（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

大和郡山市 天理市 生駒市 山添村 平群町 三郷町 斑鳩町 安堵町   管内 奈良県 

909 576 1,121 42 176 227 267 75  3,393 13,798 

 

 

  難病患者地域支援対策推進事業     

  難病患者が安心して在宅療養するためには地域の療養支援体制が必要であり、神経難 

病を中心とした重症患者への在宅療養支援ネットワークの構築が求められている。 

  当保健所では特に医療依存度の高い重症難病患者・家族に対する早期からの支援、ニ 

ーズ把握をしながら関係機関と共に連携した在宅療養支援の実施、地域在宅療養支援体 

制の整備に重点を置き実施している。 

   

１）在宅療養支援計画策定・評価事業 

 （１）支援計画評価会議 

     病状の進行に伴い、特に在宅療養においては多くの支援関係者が関わる場合が    

多く、患者・家族のニーズや課題、支援者の役割など共通認識を図ることが必要    

である。令和４年度は、支援計画評価会議（退院前カンファレンス）を ALS 患者

２人に対して４回実施した。うち 1 回は、コロナ禍であったため ZOOM で参加し

た。 

     参加職種は、本人・家族、専門病院主治医・看護師、地域主治医、訪問看護

師、ケアマネジャー、保健所保健師等である。 

 

 （２）重症難病患者個別支援評価会議 

     在宅重症難病患者(筋萎縮性側索硬化症、多系統萎縮症、脊髄小脳変性症、筋

ジストロフィー等)への療養支援について、情報共有及び支援の標準化、質の担

保を図るため、保健所医師と難病担当保健師による個別支援評価会議を実施し

た。 

     令和４年度は年１回（１２月）、２８件について実施した。    

 

２）訪問相談員育成事業（難病関係職員研修会） 

   難病患者・家族の在宅療養を支える関係職員が、難病に関する知識や必要な支援、  

関係機関連携について理解を深め、疾患特性に合わせた支援をしていけるよう資質向  

上を図るための研修会。 
      令和４年度は、新型コロナウイルス感染症感染拡大により開催なし。 
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３）医療相談事業 

療養生活相談・医療相談等に関して面接・電話相談を随時行っており、令和４年    

度は神経難病を中心として延１９１件実施した。 

４）訪問相談・指導事業  

 （１）訪問相談 

    訪問相談は、重症難病患者のなかでも特に医療依存度の高い筋萎縮性側策硬化症   

（ALS）患者を中心に実施した。 （表２） 

   表２  家庭訪問件数 

疾 患 名  訪問実件数（延件数） スタッフ 

筋萎縮性側策硬化症（ALS） ２ (４) 保健師 

 

 （２）専門職による訪問指導 

   難病患者・家族に対し、適切な在宅療養生活の確保や QOL 向上を図ることを目的

に、専門職種の訪問によるアセスメントや療養に必要な指導、支援を実施している。 

   令和４年度は、ALS 患者１人に保健所歯科衛生士と訪問を行い、歯科口腔指導を行

った。 

 

 （３）在宅難病患者一時入院（レスパイト）事業 

      在宅難病患者が、家族等介護を行う者の休息等の理由により、一時的に在宅で介護    

を受けることが困難になった場合に、円滑に適切な医療機関に一時入院することが可    

能な病床を確保することにより、患者の安定した療養生活の確保と介護者の福祉の向    

上を図る。令和４年度は、新型コロナ感染症感染拡大もあり利用はなかったが、令和

５年度の利用に向けて家族・関係機関との調整を行った。 

 

５）難病対策地域協議会の設置 

 

 （１）難病対策地域協議会 

 難病患者、家族が住み慣れた地域で安心した療養生活を送ることができるよう、

関係機関が連携して患者支援を行える体制整備を図り、管内における地域ネットワ

ークの構築を推進する。 

 令和４年度は、新型コロナウイルス感染症感染拡大により開催なし。 

 

 （２）神経難病患者在宅ケア検討会（難病対策地域協議会課題別検討会） 

    医療依存度の高い神経難病患者が安心して在宅療養生活を送り、希望する終末期   

を迎えられるようにするために、神経内科専門医･地域主治医･看護師･ケアマネ等

の在宅療養に関わる支援者が、神経難病患者の在宅ケアについての現状や課題を共

有し、支援体制の整備・充実に向けて検討する。 

       令和４年度は、新型コロナウイルス感染症感染拡大により開催なし。 
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６）重症難病患者コミュニケーション支援事業 

       コミュニケーション障害が予測される難病患者の療養生活の充実と QOL 向上を
図るためには、コミュニケーションの確保が重要である。そのためには、コミュニ
ケーション手段として早期からパソコンや意思伝達装置の操作を経験したり、コミ
ュニケーション障害の現状把握と機能評価を行い、適切な機器選定と導入に向けた
支援をしていくことが必要となる。 

       令和４年度は、ALS 患者２人に対して２回、専門職（OT）の派遣を行い、コミ
ュニケーションツールやスイッチ調整への助言を得た。 
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５ 健康増進対策 

 奈良県では、平成２５年７月に『なら健康長寿基本計画』が策定され、健康寿命（日常的に介護

を必要とせず、健康で自立した生活ができる期間）を、今後１０年間で男女とも日本一にすること

をめざしている。生涯をとおして健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現させるために、

さらに健康を増進し、疾病を予防する「一次予防」に重点をおいた対策の推進、早世の減少、健康

寿命の延伸を図っていくことが必要である。この様な健康づくりを進めていくために、住民・行政・

関係機関・団体等が一体となって主体的な個人の健康づくりを支援していく環境の整備を図ること

が求められる。 

（１）健康づくり推進会議・地域職域連携推進会議 

① 健康づくり推進会議 

開催日 令和５年３月１６日（木）１３：３０～１６：１５ 

開催場所 郡山総合庁舎２０３会議室 オンライン開催 

目 的 

計画のより効果的な推進と地域における健康づくりの推進を図るため、保健所と市

町村が健康づくり対策について情報共有および協議検討を行い、住民に対する効果

的な事業展開と次期計画の策定ができる。 

参加人数 ２９名（市町村２１名・保健所８名） 

実施内容 

① 健康増進計画の評価と次期計画策定について 
② 保健所の健康増進事業報告 

（がん対策、受動喫煙防止対策、食育・栄養対策、歯科口腔保健対策） 
③ 各市町村の健康増進事業報告 
④ 意見交換 

評 価 

・感染対策を考慮しオンラインで開催した。パソコンでの画面共有操作が円滑に出
来ず、参加者に迷惑をかけた。時間の都合上、すべての市町村が意見交換するこ
とが出来なかったので、今後は、意見交換の時間が十分に確保出来るようにする。
市町村からも対面を希望する回答が多かったので、今後は対面開催を検討してい
く。 

・管内市町村の現状と次期計画策定に向けて進捗状況を把握することが出来た。今
後、よりよい計画策定ができるよう市町村と一緒に検討していく必要がある。 

 

② 市町村ヒアリング 

目 的 

県計画及び市町村計画の効果的な推進と地域における健康づくり推進を図るため 

に、保健所と市町村の健康づくり対策の情報共有及び協議検討を行い、市町村に対 

する効果的な事業展開と各計画の目標達成を目指す。 

 結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 

③ 地域・職域連携推進会議  

目 的 
生活習慣病予防のための生涯を通じた健康づくりの実践に向けて、地域・職域連携

体制の構築と働き盛り世代の健康づくり推進を目指す。 

 結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 
④ 地域・職域連携推進ワーキング会議 

目 的 

地域保健と職域保健が連携し、働き盛り世代の健康づくりのための課題・現状を共

有し、必要な事業や取り組みについての検討や事業実施に向けた意見交換・協議を

行う。 

 結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 

-69-



（２）慢性腎臓病対策推進事業 

目 的 
慢性腎疾患（ＣＫＤ）予防のために必要な知識や健康管理について学ぶ機会を提供

し、住民の生活習慣の改善を目指す。 

 結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 

（３）がん検診推進事業 

目 的 
市町村が実施するがん検診について、がん検診受診率や精度管理等を把握し、効果
的・効率的に事業を実施できるよう支援する。 

結 果 
新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

(健康づくり推進会議にて情報提供) 

 

（４）がん対策推進事業 

事業名 患者サロンとまと 

目 的 

がん患者やその家族がよりよい療養生活を送ることができることを目指し、相談支

援体制の充実や専門職からの情報提供、また患者・家族の相互交流、情報交換、ピ

ア・サポート活動の活性化を図る。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 

（５）たばこ対策事業 

  令和２年４月に健康増進法の一部を改正する法律が全面施行され、望まない受動喫煙の防止を

図るため、特に健康被害が大きい子どもや、患者に配慮し、多くの方が利用する施設の区分に応

じ、施設の一定の場所を除き喫煙を禁止することが義務づけられた。管内地域において、改正健

康増進法の効果的な普及啓発、喫煙・受動喫煙防止、禁煙支援等のたばこ対策の推進に取り組ん

でいる。 

 
① 市町村たばこ対策事業分析評価 

目 的 

管内市町村のたばこ対策の取り組み及び禁煙支援体制について分析・評価し、市町
村に対して目標達成するための助言・支援を行う。また、住民がたばこによる健康
への影響について理解を深め、禁煙希望者が効果的に禁煙を実施できる体制を市町
村ごとに整備できるよう支援を行う。 

結 果 
新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

(健康づくり推進会議にて情報提供) 

 
② 市町村たばこ対策への支援 

事業名 女性のための禁煙スタートアップ講習会 

目 的 

奈良県の喫煙率は１２．５％（男性２０．５％、女性５．９％）と低い状況ではあ
るが、やや下げ止まりの傾向にある。また、女性の喫煙率は、男性に比べて低いが、
妊婦の喫煙率は１．８％（R 元）という状況である。一方、禁煙を希望する人の割
合は、女性では４７．９％（R2：なら健康長寿基礎調査）と約半数を占めている。
このことから、市町村における妊産婦を含めた女性に対する効果的な禁煙支援の取
り組みが実施することを目的に、保健所が技術的支援を行う。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 

③ 普及啓発 

事業名 郡山総合庁舎の来庁者・職員への啓発 

開催日 令和４年５月３１日（水） 

対 象 地域住民（来庁者・職員） 
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テーマ 『たばこの健康影響を知ろう！～若者への健康影響について～』 

目 的 
住民に喫煙・受動喫煙による健康影響を周知し、喫煙者は禁煙へ導き、非喫煙者は
受動喫煙を抑制するなど健康づくり実践へのきっかけにしてもらう。 

内 容 

１．ロビー展示 
「世界禁煙デー」及び「禁煙週間」における啓発普及用ポスターによる啓発 

２．庁舎内放送による啓発 ２回 
３．各担当課の窓口に受動喫煙防止のカレンダーを設置 

評 価 

新型コロナウイルス感染症による BCPのため街頭イベントは実施できなかったが、
庁内における館内放送の実施により、来庁者、職員へ「若者の喫煙による健康への
影響」について普及啓発を実施できた。次年度も県方針に基づき可能な限り啓発活
動を行う。 

 
④ 受動喫煙防止対策普及啓発事業 

事業名 受動喫煙防止対策普及啓発講習会(食品衛生責任者講習会の一部で実施) 

開催日 

①令和４年５月１９日（金） 
②令和４年８月３日（木） 
③令和４年１１月１７日（金） 
④令和５年２月１６日（金） 

対 象 食品衛生責任者講習会受講者 計２３２名  

テーマ 「改正健康増進法」における第二種施設の基準について 

目 的 
健康増進法の一部を改正する法律の施行により、望まない受動喫煙をなくすため規
制対象となる施設への周知徹底を行い、様々な機会を通して受動喫煙防止対策の普
及啓発を実施する。 

内 容 
・改正健康増進法の情報提供 
・改正健康増進法の普及啓発資料配付 

評 価 

食品衛生責任者講習会にて、改正健康増進法の概要や小規模飲食店における経過措
置についての説明、通報事例の紹介等を通して、対象となる飲食店の管理者に受動
喫煙防止対策の必要性を周知することができた。令和４年度なら健康長寿基礎調査
より飲食店は受動喫煙の機会を有する人の割合が１９．５％と多く、今後も食品衛
生責任者講習会での普及啓発を進める必要がある。 

 

⑤ 受動喫煙防止対策相談対応 

目的：改正健康増進法に基づく「望まない受動喫煙をなくす」環境づくり、各種施設の受動喫 

煙防止対策に関する周知・助言・指導を行う。 

相談対応 通報対応 立入検査 指導票発行 喫煙可能店届出 

１２件 ４件 ０件 ０件 

届出  ０件 

変更  ０件 

廃止  ０件 

 
⑥ 市町村たばこ対策実態調査 
事業名 市町村の受動喫煙防止対策の調査 

目 的 公的施設の受動喫煙防止対策の実態把握 

内 容 管内市町村の本庁舎、議会棟、公用車の禁煙実施状況等について照会 

結 果 

・本庁舎… 敷地内禁煙３カ所 建物内禁煙 ５か所 
・議会棟… 敷地内禁煙３ヵ所 建物内禁煙 ５か所 
・公用車… 全車禁煙 ８か所 喫煙車限定 なし 
（※敷地内禁煙とは、特定喫煙場所の設置もない場合に限定） 
受動喫煙が来庁者、職員に及ぼす健康被害を情報提供し敷地内禁煙が実施できる
よう支援する。 

 
⑦ ２０歳未満の者のたばこ対策 
事業名 ２０歳未満の者の禁煙相談支援 

目 的 
管内の小・中学校、高等学校等喫煙児童・生徒の禁煙サポートしている学校への支
援を行い、喫煙する児童・生徒への禁煙相談の実施調整を行う。 

開催日 令和５年３月３１日（日） 
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対象・人数 １件 

内 容 
保健所が窓口となり、禁煙相談を希望する児童・生徒が在籍する県内の小・中学校、
高等学校、特別支援学校の依頼を受け、学校における禁煙支援体制を確認し。相談
対応実施。医療機関による禁煙相談が受けられるよう調整する。 

評 価 
該当者は医療機関の禁煙相談を受け、禁煙に成功し終了している。相談件数少なく、
２０歳未満の者のたばこ対策を進めるため、今後も学校関係者等へ「２０歳未満の
者の禁煙相談支援」を周知する必要がある。 

 

（６）栄養改善 

 食育基本法が平成１７年７月に施行され、平成１８年３月に食育推進基本計画が策定された。「法」
の目的は、国民が健全な心身を培い、豊かな人間性を育む食育を推進するための施策を実施するこ
とであり、「基本計画」において施策の総合的・計画的な推進を図るために必要な基本的事項が定
められている。奈良県においても平成３０年～令和５年までの計画で「第３期奈良県食育推進計画」
を推進しているところである。 
 保健所における栄養改善対策は、関係法規及び計画並びに「地域における行政栄養士による健康
づくり及び栄養・食生活の改善の基本指針」に基づき、「企画・調整・評価、情報の収集・提供、調
査・研究、技術支援、関係機関との連携」を踏まえた業務を推進している。 

１）食育推進普及啓発及び食を通じた健康づくり推進事業 

食育推進の取り組みとして、多くの機関との連携協働による地域食育ネットワーク、食   

の環境整備、食のボランティアや食に関する専門職種の育成支援等を実施している。 

① 地域食育ネットワーク会議 

目 的 地域の食育推進のための効果的な方策を検討し、実施評価を行う。 

結 果 
新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 
（健康づくり推進会議にて情報提供） 

 
② 食育月間の取り組み 

目 的 
「基本計画」により毎年６月が食育月間として定められている。 
野菜摂取・減塩等の健康的な食生活の実践を通じた県民の健康づくりを推進する。 

テーマ 「野菜たっぷり おいしく減塩！」 

内 容 

保健所庁舎ロビーにおいて 

・野菜、減塩に関するパネル展示 

・げんえもんのぼり設置 

 
③ 食育普及啓発 

目的：第３期奈良県食育推進計画の効果的な推進を図るため普及啓発を行う。 

内容：「基本計画」により毎月１９日が食育の日として定められているため、令和４年７月 

から令和５年３月まで毎月食育の日に減塩ソング「美味しい楽しい適塩ソング」の

庁内放送を行った。 

庁舎内放送のテーマ（令和４年度） 

月 日 テーマ 

７月 １９日 減塩の取組紹介 

８月 １９日 真夏の水分補給 

９月 １６日 塩と血圧について 

１０月 １９日 秋刀魚について 

１１月 １７日 食品ロスについて 

１２月 １９日 行事食について 

１月 １９日 汁物の塩分の減らし方 

２月 １７日 冬が旬の野菜 

３月 １７日 １日に必要な野菜の量 

   ※１９日が土日祝の月は１７日（減塩の日）に実施し、どちらも休みの場合は１６日に実施。 
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④ 食育推進リーダーの育成・支援 

目 的 地域住民に対しあらゆる機会を通じて良好な食生活習慣を定着させる。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 
⑤ 国民健康・栄養調査調査員説明会 

目 的 国民健康・栄養調査の精度管理のため、方法についての研修会を実施。 

日 時 令和４年１１月８日 

参加者 国民健康・栄養調査員４名 

開催場所 郡山保健所 看護カンファレンス室 

内 容 

・国民健康・栄養調査概要説明 

・令和４年国民健康・栄養調査技術研修セミナーを視聴 

（栄養摂取状況調査の進め方及び食事しらべの使用方法について） 

・食事内容の聞き取り演習 

 
⑥ 市町村ヒアリング 

新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 
⑦ 国民健康・栄養調査 

目 的 

健康増進法に基づき実施するものであり、国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活

習慣の状況を明らかにし、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資

料を得るために実施する。 

調査日 令和４年１１月２４日 

調査地区 斑鳩町龍田西８丁目 

対象世帯 ２２世帯４６名 

実施世帯数・

世帯員数 

１５世帯２８名 

(歯科疾患実態調査と合同実施） 

 

２）やさしおベジ増しプロジェクト推進事業（食の環境整備） 

目的：第３期食育推進計画の１つの柱である健康づくりを推進するための食育として生活    

習慣病予防、健康増進を目的に県内のスーパーマーケット等の中食（惣菜等）の減塩、

野菜の増加等の食環境の整備を図るもの。 

開催月日 場所 内 容 

令和４年６月３０日 
ならコープふれあい

センター 
ならコープ産業みよし野事業部(県内９店舗) 
やさしおベジ増しプロジェクト参加のための打ち合わせ 

やさしおベジ増しプロジェクト参加協力店数：県内５８店舗（令和４年度末現在） 

 

３）特定給食施設指導 

   目的：健康増進法に基づき報告書による特定給食施設等の状況把握をもとに、施設ごとの課題   

解決に向けて集団指導と個別巡回指導を実施。 

① 個別巡回指導施設 

施 設 の 種 類 学校 病院 
介護老人
保健施設 

老人福 
祉施設 

児童福 
祉施設 

社会福 
祉施設 

事業所
他 

その他 合計 

施   設   数 ３２ ２１ １０ ４２ ６０ １０ ２５  ７ ２０７ 

巡 回 施 設 数 ０ ０ １ ３ ０ ０ ０ ０ ４ 

 
② 対象施設別調整会議（集団指導） 

     目的：健康増進法および関連法規に基づき適切な栄養管理の実施を図る。 

       新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止  
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③ 管内特定給食施設数及び管理栄養士、栄養士配置状況      （令和４年度末現在） 

  

管理栄養士 管理栄養士･栄養士 栄養士のみ 

管 理 栄 養

士・栄  養

士どちらも

いない施設 

調理師のいる 

調理師の

いない施

設 

のみいる施設 どちらもいる施設 いる施設 施設 

施 設

数 

管 理

栄 養

士数 

施 設

数 

管 理

栄 養

士数 

栄 養

士数 

  

施 設

数 

栄 養

士数 

施 設

数 

調 理

師数 

指
定
施
設 

学   校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

病   院 1 7 5 41 14 0 0 0 5 37 1 

介護老人保健施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

老人福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

児童福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

社会福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

事 業 所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

寄 宿 舎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般給食センター 0 0 1 1 2 0 0 0 1 8 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 1 7 6 42 16 0 0 0 6 45 1 

１
回
３
０
０
食
以
上 

学   校   6 8 8 11 15 5 6 0 18 67 1 

病   院   0 0 3 13 9 0 0 0 3 13 0 

介護老人保健施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

老人福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

児童福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

社会福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

事 業 所   2 2 0 0 0 1 2 4 7 13 0 

寄 宿 舎   0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般給食センター 0 0 1 3 4 1 2 0 2 18 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 8 10 12 27 28 7 10 4 30 111 1 

１
回
１
０
０
食
以
上 

学   校   2 2 2 2 2 4 6 3 9 15 2 

病   院 1 14 7 27 18 0 0 0 8 31 0 

介護老人保健施設 2 2 5 18 8 0 0 0 5 8 2 

老人福祉施設 3 6 4 4 6 0 0 0 7 19 0 

児童福祉施設 8 8 0 0 0 8 13 14 23 41 7 

社会福祉施設 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

事 業 所 0 0 0 0 0 1 1 5 4 7 2 

寄 宿 舎 0 0 0 0 0 1 1 0 1 2 0 

一般給食センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他 1 1 0 0 0 0 0 0 1 2 0 

計 18 34 18 51 34 14 21 22 58 125 14 

そ
の
他
の
施
設 

学   校   0 0 0 0 0 1 1 2 2 5 1 

病   院   2 2 1 1 1 0 0 0 3 11 0 

介護老人保健施設 1 3 1 2 2 0 0 0 1 1 1 

老人福祉施設 13 24 7 8 9 3 3 1 16 29 8 

児童福祉施設 5 6 2 2 2 9 10 16 19 29 13 

社会福祉施設 2 2 0 0 0 2 2 5 4 10 5 

事 業 所   0 0 0 0 0 1 1 11 6 6 6 

寄 宿 舎   0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

一般給食センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 2 2 6 5 7 3 

計 23 37 11 13 14 18 19 42 56 98 38 

 
 

-74-



（７）歯科保健対策 

保健所では、生涯を通じた歯の健康づくりを推進するため、情報の収集・提供、調査・研究、技 

術支援等を関係機関と連携を図りながら行い、広域的な歯科保健推進の強化及び歯科保健対策の体

制整備に向け取り組んでいる。 

 
① 歯科口腔保健推進検討会 

目的：「なら歯と口腔の健康づくり計画」の効果的な推進を目指して、歯科口腔保健関係者で歯  

科口腔保健対策について協議を行う。各市町村における歯科口腔保健の現状・課題・対  

策の検討を行い、効果的な歯科口腔保健の推進と市町村・地区歯科医師会との連携強化  

を図る。 

事業名 市町村ヒアリング 

目 的 
市町村歯科口腔保健対策の現状・課題・対策の検討を行い効果的な歯科口腔保健の推

進を目指す。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 

事業名 歯科口腔保健推進検討会 

目 的 
各市町村における歯科口腔保健の現状・課題・対策の検討をもとに、効果的な歯科口

腔保健対策が推進できるよう、市町村・地区歯科医師会との連携強化を図る。 

結 果 
新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 
（健康づくり推進会議にて情報提供） 

 
② 歯科口腔保健推進講習会 

目 的 
各市町村での効果的な歯科口腔保健の推進を目指して核となる人材の育成・確 

保、資質の向上を図る。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 
③ 歯科口腔保健指導 

目的：在宅長期療養児および在宅難病患者の口腔保健及び口腔機能の維持向上を目的に、訪問 

歯科診療・訪問歯科衛生指導の受診調整及びケース検討を行う。 

【小児慢性特定疾病受給児】実人数１名（延べ１回）…訪問歯科診療調整件数０件 

【指定難病特定医療受給者】実績なし 

 
④ 歯科疾患実態調査 

目 的 

本調査は、わが国の歯科保健状況を把握し、８０２０運動（歯科保健推進事業等）

の種々の対策の効果についての検討等、今後の歯科保健医療対策を推進するため

の次期の目標設定に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

調査日 令和４年１１月２４日 

調査地区 斑鳩町龍田西８丁目 

対象世帯 ２２世帯４６名 

実施世帯数・

世帯員数 

９世帯１０名 

(国民健康・栄養調査と合同実施） 

 
⑤ その他 

県関係会議 訪問歯科指導 歯科相談 市町村支援 
歯科衛生士 

学生指導 

０回 １件 ２件 ３回 
オリエンテーション資

料送付 

 延べ１回    
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６ 在宅医療普及推進事業 

  ＜西和地域在宅医療・包括ケア推進プロジェクト＞ 

    ２０２５年（団塊の世代が７５歳を迎える年）の超高齢社会に向けて、「住み慣れた地域で安 

心して過ごすことができるまちづくり」をめざし、西和地域７町（平群町・三郷町・斑鳩町・

安堵町・上牧町・王寺町・河合町）における保健医療福祉関係者が一同に会して、在宅医療の

体制整備や、医療と介護の多職種連携を推進するなど、西和地域在宅医療・包括ケア推進プロ 

ジェクト協議会を平成２６年度に設置し、地域包括ケアシステムの体制強化を支援する。 

（１）西和地域在宅医療・包括ケア推進プロジェクト 

事業名 西和地域在宅医療・包括ケア推進プロジェクト連携協議会 

目 的 
地域の医療・介護関係者による協議の場を開催し、西和地域７町広域における在宅

医療の連携上の課題抽出及びその対応策の検討を行う。 

構成機関 
医師会、歯科医師会、薬剤師会、訪問看護ステーション、地域包括支援センター、 

西和地域７町、県等 

開催日 

開催なし 

（各町における医療介護連携の取り組みや西和メディケアフォーラムを通じて新た

な広域的課題が提起された場合に、７町で協議のうえ郡山保健所に開催を要請し随

時開催） 

 

（２）入退院調整ルールづくり事業 

事業名 西和地域７町入退院調整ルールづくり事業 

目 的 

令和２年度から西和地域７町が主体となって事業運営。７町のなかで担当町を決め、

入退院調整ルール運用の充実と、関係機関の連携の質の向上をめざし、保健所はオ

ブザーバーとして支援を行う。 

内 容 

主担当：王寺町、副担当：安堵町  

・事業打合せ：５／１６、８／２９ 

・全体会議：６／１６（ＷＥＢのみでの開催） 

・担当者連絡会：３／２（現地およびＷＥＢによるハイブリッド方式で開催） 

・退院調整状況調査：（６月） 

入院時情報提供率（ケアマネジャーから病院への入院情報提供書の提出状況） 

Ｈ２９年 ６月 ４４．６％   １２月 ５０．０％ 

Ｈ３０年 ６月 ７４．４％   １２月 ７２．２％ 

Ｒ １年 ６月 ８４．６％ 

Ｒ ２年１０月 ８１．０％（※８８．８％） 

Ｒ ３年 ６月 １００％（※） 

Ｒ ４年１０月 ９１．３％（※） 

※提出なし件数からルール対象外を除く 

退院調整率（西和地域６病院から退院したケースの退院調整の連絡状況） 

Ｈ２９年 ６月 ６１．２％   １２月 ５６．２％ 

Ｈ３０年 ６月 ７８．６％   １２月 ８０．２％ 

Ｒ １年 ６月 ７８．５％ 

Ｒ ２年１０月 ８９．６％（※９２．３％） 

Ｒ ３年 ６月 ８２．５％（※） 

Ｒ ４年１０月 ８０．６％（※） 

※連絡なし件数からルール対象外を除く 

評 価 
西和地域７町による主体運営３年目。担当・副担当町と保健所間で打合せをしなが

ら、全体会議をＷＥＢのみで開催し、グループに分かれ意見交換を実施することが
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できた。また、担当者連絡会は現地とＷＥＢによるハイブリッド方式で開催。次年度

以降、新規採用者へルールづくりを周知するための研修会の開催や、介護保険を理

解するための研修会を７町で開催していく。さらに「困難事例」を用いた事例検討や

「好事例」の横展開に取り組む。今後も、引き続き担当・副担当町の後方支援を行

い、他地域や県の取り組みの情報提供していく。 

 
（３）在宅医療を担う多職種への連携構築のための研修会 

事業名 西和メディケア・フォーラム 

目 的 

西和医療センターと西和地域７町の医療と介護の連携強化・地域包括ケアシステム

の構築を推進することを目的に発足。西和地域在宅医療・包括ケア推進プロジェク

ト連携協議会の部会として設置、運営（事務局：奈良県西和医療センター）。 

内 容 
・西和メディケアフォーラム看護師部会への協力・支援 

・多職種連携に関する研修 等 

評 価 

西和メディケア・フォーラム地域検討会合同会議が開催され委員としてＷＥＢにて

参加。メディケア・フォーラムを通じて広域的課題が提起された場合は、７町で協議

のうえ要請があった場合は郡山保健所主催で協議会を開催する必要がある。 

 

７ 母子保健対策 

母子保健については、一次的なサービスは市町村で行われており、保健所では、小児慢性特定疾

病等の長期療養児を対象とした事業に取り組んでいる。また管内母子保健事業の円滑かつ効果的な

推進のために広域的な調整を行っている。 

 
（１）母子保健推進会議 

目 的 
管内市町村の母子保健の現状に即した、妊娠期からの切れ目のない母子保健施策の

円滑かつ効果的な推進を図る。 

内 容 市町村ヒアリング、母子保健推進会議 

評 価 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 
（２）市町村支援 

市町村名 
同行訪問件数（件） 事例検討会

（回） 

技術支援等

（回） 
内 容 

実件数 延件数 

大和郡山市 １ １ ０ ０ 就園に関する相談支援 

 
（３）小児慢性特定疾病医療費助成の受付及び相談 

厚生労働省が指定している７８８疾病に罹患している児童等で、当該疾病の程度が一定程度以上

である者の保護者に対し、医療費助成の受付及び相談に応じる。 

【新規申請者数】  ６４件 

【更新申請者数】 ４０１件 

 
奈良県・郡山保健所管内の小児慢性特定疾病医療費助成受給者数（令和５年３月３１日現在） 
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（４） 長期療養時への支援 

 
① 長期療養児等ケース支援判定会議 

目的：小児慢性特定疾病児等の長期にわたり療養を必要とする児において、支援の統一と標準 

化を図り、タイムリーに児や保護者の状況に適した保健サービスが提供できる。 

開催回数 検討ケース数 参加メンバー 

４ ７７ 
所長、健康増進課 課長、主幹、保健師４名、 

歯科衛生士１名 

 
② 関係機関ケース調整会議 

目 的 
医療的ケアが必要な児等が、安心して在宅療養生活を送ることができるよう支援者

間で情報共有し、各関係支援機関の調整を図る。 

内 容 

退院前カンファレンス：１件 

入院中の病状及びケア状況等の共有、在宅療養上の課題と支援の方向性を確認し、

緊急時の対応と受け入れ体制整備に向けた検討を実施。 

 
③ 療育指導事業 

 目的：小児慢性特定疾病児や医療的ケアが必要な児等、長期にわたり療養を必要とする児に       

ついて、適切な療育を確保するために、その疾患の状態及び療育の状況を握するととも  

に、その状況に応じた適切な相談や支援を行い、児の日常生活における健康の保持増進 

及びその家族が地域の中で安心して子育てできる支援体制の整備を図る。 

【相談・訪問件数】 

 実人数 延人数 

① 療育相談指導 所内面接 ２３ ２６ 

② 巡回相談指導 訪問件数 ５ ６ 

 

（５）ピアカウンセリング（交流会）の実施 

目 的 

小児慢性特定疾患児等の長期にわたり療養を必要とし、医療的ケア児とその家族がよ

りよい療養生活を送ることができることを目指し、患者・家族の相互交流・情報交換、

ピア・サポート活動の活性化を図る。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 
（６）地域療育ネットワーク会議 

目 的 

長期療養が必要な児とその保護者が地域の中で安心して生活・子育てできるこ 

とをめざし、保健、医療、福祉等、療育を支援する関係機関の連携強化と支援体 

制の充実に向け基盤整備を図る。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 
（７）産科連携会議 

目 的 

妊娠期からの養育支援を特に必要とする家庭に関する情報を医療機関と地域が連携す

る体制を構築するため、関係者の資質向上および妊娠期からの切れ目のない対策の推

進を図る。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 

 
（８）母子保健対策研修会 

目 的 

健やか親子２１（第２次）の目指す「すべての子どもが健やかに育つ社会」の実現に

向け、管内の母子保健施策の円滑かつ効果的な推進に資するため、母子保健関係者の

資質向上を図る。 

結 果 新型コロナウイルス感染症対応および感染拡大防止のため中止 
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（９）特定不妊治療費助成事業 

目 的 

不妊治療のうち体外受精及び顕微受精については、１回の治療費が高額であり経

済的負担が重いことから、治療にかかった費用の一部を助成することにより、そ

の経済的負担の軽減を図る。 

申請受理件数 ６９件 

 
（１０）生涯を通じた女性の健康支援事業 

目 的 

生涯を健康で生きがいのある生活を送るため、女性特有の心身に関する悩み（月

経不順、拒食症、性感染症、更年期障害等）を解決するために女性自身の個人的

な悩みの相談に応じ、女性の健康保持増進を図る。 

健康相談件数 ０件 

 
 
８ 石綿（アスベスト）関連健康対策事業 
 石綿に係る健康被害状況が、関係企業から公表され、石綿に係る健康不安が高まり、平成１７年 

７月「アスベスト問題に関する関係省庁会議」で、各機関での対応が取り決められた。保健所にお

いても住民の健康不安に対応するため、健康に関する相談や石綿に関する情報提供を行っている。 

平成１８年３月２７日「石綿による健康被害の救済に関する法律」が施行され、保健所では石綿の

健康被害者に対する救済給付に関する申請等の受付を行っている。 

（１）石綿に関する健康相談件数（電話相談･来所相談）：９件 

（２）救済給付申請等受付件数：７件 

 

９ 森永ひ素ミルクひかり協会 

森永ひ素ミルク中毒被害者対策対象者名簿をもとに、保健所などの行政機関に対する要請内容に

基づく対応として、関係機関が集まっての連絡会議を開催し、市町村担当課と共有し、各種サービ

スの利用や取り扱いが円滑に進むように支援を行っている。 

 

＜連絡会議開催状況＞ 

件数 １ケース 

会議参加人数 ６人 
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